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第１章 総則

（目的）

第１条 この規程は、裁判の把握並びに死刑及び自由刑の執行に関する事務の取扱手続を規定

し、これを取り扱う職員の職務とその責任を明確にし、もってその事務の適正かつ迅速な運

用を図ることを目的とする。

（検察総合情報管理システムによる管理）

第２条 この規程による前条に規定する裁判の把握並びに死刑及び自由刑の執行に関する事務

その他これに付随する事項（以下「執行事務」という。）については、検察総合情報管理シ

ステム（以下「検察システム」という。）により管理する。

２ 検察システムにより執行事務を管理する方法については、別に法務省刑事局長が定める。

第２章 裁判の把握等

（裁判結果の管理）

第３条 公判担当事務官（事件事務規程（平成２５年法務省刑総訓第１号大臣訓令）第７３条

第１項に規定する公判担当事務官をいう。）から判決の宣告又は決定による終局裁判の結果

について通知があったときは、執行担当事務官（執行事務を所管し、又は分担する検察事務

官をいう。以下同じ。）は、検察システムにより当該終局裁判の結果の内容を管理する。こ

の場合において、執行担当事務官は、裁判所に照会して、当該終局裁判の結果の内容につい

て正確を期する。

（裁判書の謄本等の確認）

第４条 裁判所から裁判書の謄本又は抄本の送付があったときは、執行担当事務官は、前条に

より管理した終局裁判の結果と対照し、当該裁判書の内容について正確を期する。

（上訴申立て等の管理）

第５条 執行担当事務官は、検察官が上訴若しくは上訴の放棄の申立てをしたとき又は被告人



若しくは弁護人等が上訴の申立てをした旨の通知があったときは、検察システムによりその

内容を管理する。被告人が上訴の放棄又は取下げの申立てをした旨の通知があったときも、

同様とする。

２ 被告人が上訴の取下げの申立てをした旨の通知があった場合において、刑事訴訟法（昭和

２３年法律第１３１号。以下「刑訴法」という。）第４７２条第２項の規定により最高検察

庁又は高等検察庁の検察官が下級裁判所の裁判の執行の指揮をすべきときは、その検察庁の

執行担当事務官は、検察システムにより、上訴の取下げがあった旨及びその裁判の主文の要

旨を管理する。

（再審の裁判の確定通知）

第６条 執行担当事務官は、再審の裁判が確定したときは、原判決に係る被告事件の証拠品を

保管する検察官の属する検察庁の証拠品担当事務官（証拠品事務規程（平成２年法務省刑総

訓第２８７号大臣訓令）第４条第１項に規定する証拠品担当事務官をいう。）にその旨を速

やかに通知する。この場合において、当該証拠品を他の検察庁の検察官が保管しているとき

は、再審事件確定通知書（様式第１号）により通知する。

（全部執行猶予の通知等）

第７条 自由刑の執行猶予の言渡しを受けた者（以下「執行猶予者」という。）のうち、刑法

（明治４０年法律第４５号）第２５条の２第１項の規定により保護観察に付されたものにつ

いてその言渡しの裁判が確定したときは、刑訴法第４７２条の規定により検察官が裁判の執

行指揮をすべき場合の区分に準じ、執行担当事務官は、刑執行猶予通知書（様式第２号）に

よりその者の住居地を管轄する保護観察所の長に通知し、検察システムによりその旨を管理

する。

（保護観察の仮解除等）

第８条 保護観察に付された執行猶予者について保護観察の仮解除決定があった旨の通知を受

けたときは、執行担当事務官は、検察システムによりその旨を管理する。

２ 保護観察の仮解除決定があった執行猶予者について、保護観察の仮解除の処分の取消決定

があった旨の通知を受けたときも、前項と同様とする。

第３章 刑の執行

（死刑執行に関する上申）

第９条 刑訴法第４７２条の規定により刑の執行指揮をすべき検察官（以下「執行指揮検察

官」という。）の属する検察庁の長は、死刑の判決が確定したときは、法務大臣に対し、死

刑執行上申書（様式第３号）に刑事確定訴訟記録（裁判所不提出記録を含む。）及びその裁

判書の謄本２部を添えて提出し、死刑執行に関する上申をする。

（死刑執行の指揮等）

第１０条 刑訴法第４７５条第１項の規定により法務大臣から死刑執行の命令があったとき

は、検察官は、死刑執行指揮書（様式第４号）により刑事施設の長に対し死刑の執行を指揮

する。

２ 刑訴法第４７８条の規定により死刑の執行に立ち会った検察事務官は、死刑執行始末書



（様式第５号）を作成する。

（死刑判決確定の通知等）

第１１条 検察官は、死刑の判決が確定したときは、死刑判決確定通知書（甲）（様式第６

号）に判決謄本を添えて、死刑の言渡しを受けた者（以下「死刑確定者」という。）が収容

されている刑事施設の長にその旨を通知する。その刑事施設に死刑執行の設備がないとき

は、死刑確定者をその設備のある刑事施設に移送するよう連絡する。

２ 検察官は、死刑確定者の移送手続がなされたときは、移送を受けた刑事施設の所在地を管

轄する地方検察庁の検察官に判決謄本を送付してその旨を通知する。

（死刑執行指揮の嘱託）

第１２条 法務大臣から死刑執行の命令があった場合において、前条第１項の規定により死刑

確定者が移送されているときは、検察官は、直ちに、裁判執行指揮嘱託書（様式第７号）に

より移送先の刑事施設の所在地を管轄する地方検察庁の検察官に対し、死刑の執行指揮を嘱

託する。

２ 前項の裁判執行指揮嘱託書には、死刑執行命令書の謄本及び判決謄本を添付する。

（死刑確定者から再審請求等があったときの処置）

第１３条 死刑の執行指揮検察官は、法務大臣から死刑執行命令を受けた後、死刑確定者につ

いて再審請求、上訴権回復請求又は恩赦の出願若しくは上申があったときは、法務大臣にそ

の旨を速やかに報告してその指揮を受ける。

２ 死刑執行指揮の嘱託を受けた検察官は、死刑確定者について前項の事由があるときは、速

やかに、嘱託した検察官にその旨を通知するとともに、法務大臣に報告する。

３ 前項の通知を受けた検察官は、第１項の規定により法務大臣の指揮を受けたときは、直ち

にこれを嘱託を受けた検察官に通知する。

４ 死刑確定者が移送されている場合において、その死刑確定者について再審請求、上訴権回

復請求又は恩赦の出願若しくは上申があったときは、移送先の刑事施設の所在地を管轄する

地方検察庁の検察官は、死刑の執行指揮検察官にその旨を通知する。

５ 死刑確定者について再審請求があったとき又はその請求に対する裁判があったときは、請

求を受理した裁判所に対応する検察庁の検察官は、速やかに、死刑の執行指揮検察官の属す

る検察庁の長に請求理由の要旨を通知し、又は裁判書の謄本を送付する。

（死刑執行等に関する報告）

第１４条 死刑の執行指揮検察官は、死刑確定者について次の各号に掲げる場合には、法務大

臣にその旨を速やかに報告する。ただし、前条第１項の規定による報告又は刑事関係報告規

程（昭和６２年法務省刑総訓秘第２８号大臣訓令）に基づく再審開始決定報告がなされたと

きは、この限りでない。

(1) 再審請求又は上訴権回復請求があったとき。

(2) 前号の請求に対する決定があったとき。

(3) 恩赦の出願又は上申があったとき。

(4) 身柄を移送したとき。



(5) 死刑の執行をしたとき。

２ 前項第１号の報告をするときは請求理由の要旨を、同項第２号の報告をするときは死刑確

定者に対する裁判書謄本送達の日を、明らかにする。また、前項第２号の報告をするときは

その裁判書の謄本を、同項第５号の報告をするときは死刑執行始末書の謄本を、それぞれ添

付する。

（死刑執行についての管理）

第１５条 死刑の執行が指揮されたとき、執行されたとき又はその執行指揮が嘱託されたとき

及びその嘱託に係る手続が終了した旨の回答があったときは、執行担当事務官は、検察シス

テムにより死刑執行に関する事項を管理する。

（自由刑の執行指揮の方法）

第１６条 自由刑の執行指揮の方法は、次の例による。

(1) 二以上の自由刑の執行を同時に指揮するときは、各刑につき執行すべき順序を定めて指

揮する。

(2) 自由刑の執行中に他の自由刑の執行を指揮するときは、執行中の刑に引き続き執行すべ

き旨を明らかにして指揮する。ただし、有期刑の執行中に無期刑の執行を指揮する場合に

おいて、刑法第５１条第１項ただし書の適用があるときは、無期刑を指揮するとともに、

有期刑については、刑執行取止指揮書（様式第８号）によりその執行を取りやめる旨を指

揮する。

(3) 第１号の場合において刑法第５１条第２項の適用があるときは、執行することができる

刑期に満ちるまで最も重い刑から順次その刑期を加えてそれぞれ執行すべき刑期とし、こ

れを明らかにして執行を指揮する。第２号本文の場合において刑法第５１条第２項の適用

があるときは、執行中の刑に引き続き執行することができる刑期を明らかにして執行を指

揮する。

(4) 非常上告の結果、原判決を破棄して新たに刑の言渡しがあったときは、前の執行日数を

通算して執行を指揮する。再審又は上訴権回復の請求の結果、新たに刑の言渡しがあった

ときも、同様とする。

(5) 刑訴法第３５０条に定める決定があったときは、執行済みの日数を通算して執行を指揮

する。

(6) 刑訴法第５０２条の規定による異議の申立てに基づき、検察官のした執行指揮を不当と

する決定があったときは、これに従い訂正の指揮をする。

（拘禁中の者に対する自由刑の執行指揮）

第１７条 検察官は、拘禁中の被告人につき自由刑の判決が確定したときは、速やかにその者

が収容されている刑事施設（少年法（昭和２３年法律第１６８号）第５６条第３項の規定に

より少年院において刑を執行する場合における当該少年院を含む。以下第３０条、第３１

条、第３４条、第３９条及び第５０条において同じ。）の長に対し刑の執行を指揮する。

２ 上訴申立期間と勾留期間とが同時に満了する場合、その他やむを得ない事由がある場合に

は、判決確定前に、判決確定の上執行すべき旨を明らかにして執行の指揮をする。この場合



においては、上訴申立ての有無について特に注意し、その申立てがあったときは、直ちに執

行指揮を取り消す。

（不拘禁の者に対する自由刑の執行指揮）

第１８条 刑訴法第４８４条の規定による呼出しを書面でするときは、封をした呼出状（様式

第９号）による。

２ 刑の執行のため呼出しを受けた者が出頭したときは、本人であることを確認した上、刑事

施設の長に引き渡し、刑の執行を指揮する。

（執行指揮書）

第１９条 自由刑の執行の指揮は、執行指揮書（様式第１０号）による。

２ 執行指揮書を作成する場合には、判決謄本又は判決抄本等により氏名、年齢、刑名、刑

期、未決勾留日数の通算等の記載を正確にし、必要があるときは、関係記録も調査する。

３ 執行指揮書に判決抄本を添付した場合において、その抄本に罪となるべき事実が記載され

ていないときは、速やかに判決謄本その他罪となるべき事実が記載されている書面を追送す

る。

（自由刑の執行延期）

第２０条 自由刑の言渡しを受けた者が執行延期の申立てをしたときは、検察官は、申立書を

提出させた上、その事由について調査し、やむを得ない事情があると認めるときは、刑執行

延期決定書（様式第１１号）を作成して刑の執行を延期する。この場合においては、その事

由について引き続き調査をする。

２ 前項の規定により自由刑の執行を延期したときは、執行担当事務官は、検察システムによ

り当該執行延期に関する事項を管理する。

（逃亡者等に対する処置）

第２１条 刑の言渡しを受けた者が呼出しに応じないとき、逃亡したとき又は逃亡するおそれ

があるときは、検察官は、直ちに収容状（様式第１２号）を発付して検察事務官又は司法警

察職員に対しその執行を指揮する。その執行前に司法警察職員に対する指揮を取り消すとき

は、収容状執行指揮取消書（様式第１３号）による。司法警察員に収容状を発付させるとき

は、収容状発付指揮書（様式第１４号）により、その指揮の取消しをするときは、収容状発

付指揮取消書（様式第１５号）による。

２ 刑訴法第４８６条第１項の規定により検事長に収容を請求するときは、収容請求書（様式

第１６号）により、その請求の取消しをするときは、収容請求取消書（様式第１７号）によ

る。

３ 刑訴法第４８６条第２項の規定により検事長がその管内の検察官に収容状の発付を命ずる

ときは、収容状発付命令書（様式第１８号）により、その命令の取消しをするときは、収容

状発付命令取消書（様式第１９号）による。

４ 刑の言渡しを受けた者が収容状により引致されたときは、執行指揮書により刑の執行を指

揮する。

５ 検察官が収容状を発付するとき、司法警察員に収容状を発付させるとき又は収容状を執行



したときは、執行担当事務官は、検察システムにより当該収容状に関する事項を管理する。

（自由刑の執行についての管理）

第２２条 執行担当事務官は、検察官が自由刑の執行指揮をするときは、検察システムにより

その旨を管理する。

（自由刑の執行指揮の嘱託）

第２３条 自由刑の言渡しを受けた者が他の検察庁の管轄区域内に現在する場合において、そ

の検察庁の検察官に刑の執行指揮を嘱託するときは、裁判執行指揮嘱託書による。

２ 前項の裁判執行指揮嘱託書には、判決謄本又は判決抄本を添付する。この場合において必

要があるときは、指紋、写真その他刑の言渡しを受けた者を特定するに足りる資料を併せて

添付する。

３ 執行担当事務官は、嘱託後相当期間を経過し執行の手続が終了した旨の通知がないとき

は、その執行状況を確認する。

４ 執行担当事務官は、検察官が執行指揮の嘱託をしたとき及びその嘱託に係る手続が終了し

たとの通知があったときは、検察システムにより当該嘱託に関する事項を管理する。

（自由刑の執行指揮終了後の通知）

第２４条 検察官が自由刑の執行指揮をしたときは、執行担当事務官は、次の各号に掲げる手

続を行うとともに、検察システムによりその旨を管理する。

(1) 刑の執行指揮により収容された者が保釈者又は勾留執行停止者であったときは、その者

が居住していた地を管轄する警察署の長に保釈者・勾留執行停止者収容通知書（様式第２

０号）を送付する。ただし、その執行指揮が嘱託に基づいてなされた場合には、嘱託をし

た検察官の属する検察庁の執行担当事務官が送付する。

(2) 刑の言渡しを受けた者が裁判所に係属中の事件の被告人であるときは、その裁判所に刑

執行指揮通知書（様式第２１号）を送付する。ただし、当該裁判所が他の検察庁の対応す

る裁判所であるときは、その検察庁の検察官を経由して送付する。

（保証金の没取請求）

第２５条 刑訴法第９６条第７項の規定に基づく保証金没取の請求は、保釈保証金没取請求書

（様式第２２号）による。保釈保証金没取請求書には、没取事由の疎明資料を添付する。

２ 前項の請求は、執行指揮検察官の属する検察庁の対応する裁判所に対して行う。ただし、

刑事確定訴訟記録が執行指揮検察官の属する検察庁以外の検察庁にあるときは、その検察庁

の対応する裁判所に対して行う。

３ 第１項の規定により没取の請求をしたとき、及びその請求に対する決定があったときは、

執行担当事務官は、検察システムによりその旨を管理する。

（刑の執行不能決定）

第２６条 執行指揮検察官は、次の各号に掲げる場合には、刑執行不能決定書（様式第２３

号）により執行不能決定の処分をする。刑執行不能決定書には、執行不能事由を証明する関

係書類を添付する。

(1) 刑の時効が完成したとき。



(2) 刑の言渡しを受けた者について大赦、特赦又は刑の執行免除があったとき。

(3) 刑の言渡しを受けた者が死亡したとき。

(4) 通算すべき未決勾留日数が言い渡された刑の刑期以上であるとき。

(5) 非常上告、再審又は上訴権回復請求の結果、新たに言い渡された刑につき、第１６条第

４号により通算すべき前の執行日数がその刑期以上であるとき。

(6) 刑の分離決定、減刑等の事由により執行すべき刑期がないとき。

２ 前項の規定により刑の執行不能決定の処分をするときは、執行担当事務官は、検察システ

ムによりその旨を管理する。

第３章の２ 調査

（鑑定の嘱託）

第２７条 検察官が刑訴法第５１４条の規定により鑑定の嘱託をするときは、鑑定嘱託書

（甲）（様式第２４号）による。検察事務官が検察官の命により鑑定の嘱託をするときも、

同様とする。

２ 検察官が刑訴法第５１５条の規定により鑑定処分許可状を得るときは、鑑定嘱託書（乙）

（様式第２４号の２）による。

（裁判執行関係事項の照会）

第２８条 検察官が刑訴法第５０８条第２項の規定により照会するときは、他に特別の定めの

ある場合を除き、裁判執行関係事項照会書（様式第２４号の３）による。検察事務官が検察

官の命により照会するときも、同様とする。

（領置）

第２８条の２ 検察官が任意に提出された物を刑訴法第５１２条の規定により領置するとき

は、提出者から任意提出書（様式第２４号の４）を徴した上、領置調書（甲）（様式第２４

号の５）を作成する。検察事務官が検察官の命により任意に提出された物を領置するとき

も、同様とする。

２ 前項の場合において、刑訴法第５１３条第１項において準用する刑訴法第１２０条の規定

により押収品目録を交付するときは、押収品目録交付書（様式第２４号の６）による。

３ 検察官が刑訴法第５１２条の規定により遺留物を領置したときは、領置調書（乙）（様式

第２４号の７）を作成する。検察事務官が検察官の命により遺留物を領置したときも、同様

とする。

４ 第１項又は前項により証拠品を領置したときは、証拠金品総目録を作成し、直ちに還付又

は仮還付する場合を除き、速やかにこれを領置調書及び証拠品とともに証拠品担当事務官に

送付する。

（調査の嘱託）

第２８条の３ 検察官が他の検察庁の検察官に調査の嘱託をするときは、他に特別の定めのあ

る場合を除き、裁判の執行に関する調査嘱託書（様式第２４号の８）による。この場合にお

いて、急速を要するときは、適宜の方法によることができる。

（差押許可状等の請求）



第２８条の４ 検察官は、刑訴法第５０９条第３項の規定に基づき次の各号に掲げる請求をす

る場合には、当該各号に定める書面による。

(1) 差押え、捜索又は検証の許可状の請求 差押・捜索・検証許可状請求書（様式第２４号

の９）

(2) 記録命令付差押許可状の請求 記録命令付差押許可状請求書（様式第２４号の１０）

(3) 身体検査令状の請求 身体検査令状請求書（様式第２４号の１１）

２ 検察官が前項の請求をするときは、執行担当事務官は、令状請求処理簿（様式第２４号の

１２）に所定の事項を登載する。

３ 差押え、捜索若しくは検証の許可状、記録命令付差押許可状又は身体検査令状（以下「差

押許可状等」という。）が発せられたときは、執行担当事務官は、令状請求処理簿に所定の

事項を記入し、差押許可状等を請求した検察官に交付する。

（差押調書の作成等）

第２８条の５ 検察官は、次の各号に掲げる処分をしたときは、当該各号に定める書面を作成

し、これに押収品目録（様式第２４号の１３）を添付する。検察事務官が検察官の命により

次の各号に掲げる処分をしたときも、同様とする。

(1) 刑訴法第５０９条第１項の規定による差押え 差押調書（様式第２４号の１４）

(2) 刑訴法第５０９条第１項の規定による記録命令付差押え 記録命令付差押調書（様式第

２４号の１５）

２ 第２８条の２第２項及び第４項の規定は、前項各号に掲げる処分をした場合に準用する。

この場合において、同条第４項中「還付又は仮還付」とあるのは、「還付、仮還付又は刑訴

法第５１３条第１項において読み替えて準用する刑訴法第１２３条第３項の規定による交

付」と読み替えるものとする。

（捜索調書の作成等）

第２８条の６ 検察官は、刑訴法第５０９条第１項の規定により捜索をしたときは捜索調書

（様式第２４号の１６）を作成する。検察事務官が検察官の命により捜索をしたときも、同

様とする。

２ 前項の場合において、刑訴法第５１３条第１項において読み替えて準用する刑訴法第１１

９条の規定により証明書を交付するときは、捜索証明書（様式第２４号の１７）による。

（捜索差押調書の作成等）

第２８条の７ 検察官が捜索及び差押えを同時に行った場合に作成すべき調書は、前２条の規

定にかかわらず、捜索差押調書（様式第２４号の１８）によることができる。検察事務官が

検察官の命により捜索及び差押えを同時に行ったときも、同様とする。

（検証調書等の作成）

第２８条の８ 検察官は、刑訴法第５０９条第１項の規定により検証をしたときは検証調書

（様式第２４号の１９）を作成し、身体の検査をしたときは身体検査調書（様式第２４号の

２０）を作成する。検察事務官が検察官の命により検証又は身体の検査をしたときも、同様

とする。



２ 刑訴法第５１３条第１項において読み替えて準用する刑訴法第２２２条第７項の規定によ

り身体の検査を拒んだ者に対する過料の処分又は賠償命令を請求するときは、過料処分等請

求書（様式第２４号の２１）による。

（鑑定処分許可の請求）

第２８条の９ 検察官が刑訴法第５１５条第２項に規定する鑑定処分の許可の請求をするとき

は、鑑定処分許可請求書（様式第２４号の２２）による。

２ 第２８条の４第２項及び第３項の規定は、前項の請求をする場合に準用する。

３ 第１項の請求をした検察官は、許可状を鑑定嘱託書とともに鑑定を嘱託すべき者に交付す

る。

（差押え等の嘱託）

第２８条の１０ 令状による差押え、捜索、検証、記録命令付差押え又は身体検査を他の検察

庁の検察官に嘱託するときは、令状執行等嘱託書（様式第２４号の２３）による。

（調査等の受託）

第２８条の１１ 第２８条の３及び前条の規定による嘱託を受けたときは、執行担当事務官

は、共助事件簿（様式第２４号の２４）に所定の事項を登載して、速やかにその手続をす

る。

２ 前項の手続が終わったときはその旨を、差押え、捜索、検証、記録命令付差押え若しくは

身体検査をすることができず、又は令状を執行することができなかったときは令状を添付し

てその旨を、嘱託をした検察官の属する検察庁に速やかに回答する。

（差押状等の発付後の手続）

第２８条の１２ 刑訴法第５１１条の規定により差押状、記録命令付差押状、捜索状、検証状

又は身体検査令状が発せられたときは、執行担当事務官は、令状請求処理簿に所定の事項を

登載し、令状に検察官の指揮印を受けて、執行すべき者に交付する。

２ 第２８条の２第２項、第２８条の５第１項、第２８条の６及び第２８条の７の規定は検察

事務官が差押状、記録命令付差押状又は捜索状を執行した場合について、第２８条の８の規

定は検察事務官が検証状又は身体検査令状を執行した場合について、第２８条の１０及び第

２８条の１１の規定は差押状、記録命令付差押状、捜索状、検証状又は身体検査令状の執行

の嘱託について、それぞれ準用する。

第４章 刑の執行停止及び刑の執行順序変更

（死刑の執行停止）

第２９条 死刑の執行指揮検察官は、死刑確定者について刑訴法第４７９条第１項及び第２項

に規定する死刑の執行を停止する事由があると認めるときは、直ちに法務大臣に報告してそ

の指揮を受ける。

２ 死刑執行停止の事由がなくなったと認めるときも、前項と同様とする。この場合の報告に

は、その事由がなくなったと認められる日を明らかにする。

３ 第１３条第２項及び第４項の規定は、死刑執行停止に関する報告及び通知について準用す

る。



４ 法務大臣から死刑の執行を停止する命令があったときは、死刑の執行指揮検察官は、刑の

執行停止書（様式第２６号）を作成し、死刑確定者が収容されている刑事施設の長に死刑の

執行を停止した旨を通知する。この場合において、既に死刑の執行指揮がなされているとき

は、その執行を停止する旨を直ちに指揮する。

５ 死刑の執行指揮検察官は、既に死刑の執行を他の検察庁の検察官に嘱託している場合にお

いて、死刑の執行を停止する命令があったときは、直ちにその旨を嘱託を受けた検察官に通

知して返嘱を求めた上、刑の執行停止書を作成する。

６ 前項の通知を受けたときは、嘱託を受けた検察官は、死刑の執行指揮を取り消した上、返

嘱する。

（必要的刑の執行停止）

第３０条 刑事施設の長又は刑の言渡しを受けた者の関係人から刑訴法第４８０条に規定する

事由による自由刑の執行停止の上申があったときは、検察官は、その事由を審査する。

２ 検察官は、前項の規定による審査をした場合において、その事由があると認めるときは、

刑の執行停止書を作成する。

３ 刑の執行を停止される者が刑事施設に収容中のときは、検察官は、釈放指揮書によりその

者が収容されている刑事施設の長に対し釈放の指揮をする。釈放指揮書には、刑の執行停止

書の謄本を添付する。

４ 前３項の規定は、検察官が職権で刑訴法第４８０条に規定する事由による自由刑の執行停

止をする場合に準用する。

（任意的刑の執行停止）

第３１条 刑事施設の長、刑の言渡しを受けた者又はその関係人から刑訴法第４８２条各号に

規定する事由による自由刑の執行停止の上申があったときは、検察官は、その事由を審査す

る。

２ 検察官は、前項の規定による審査をした場合において、同項に規定する事由がある場合で

あって、刑の執行を停止するのが相当であると認めるときは、刑の執行停止書を作成する。

３ 前条第３項の規定は、検察官が前項の規定による審査をして、自由刑の執行停止をする場

合に準用する。

４ 前３項の規定は、検察官が職権で刑訴法第４８２条各号に規定する事由による自由刑の執

行停止をする場合に準用する。

（死刑判決確定後の自由刑の執行取止指揮等）

第３２条 第１１条第１項の場合において、死刑確定者が自由刑の執行中であって刑法第５１

条第１項ただし書の適用があるときは、刑執行取止指揮書により自由刑の執行を取りやめる

旨を指揮し、その適用がないときは、自由刑の執行停止の手続を行うとともに刑執行停止指

揮書（様式第２７号）により執行を停止する旨を指揮する。刑執行停止指揮書には、刑の執

行停止書の謄本を添付する。

２ 前項の場合において、検察官は、自由刑の執行停止を自ら行う権限がないときは、死刑判

決確定通知書（乙）（様式第２８号）により当該自由刑について刑執行停止を行う権限のあ



る検察庁の検察官にその旨を通知する。

３ 前項の通知を受けた検察官は、第１項に規定する手続に準じ刑執行停止の指揮をし、通知

をした検察官にその旨を通知する。

（刑執行停止後の処置）

第３３条 検察官が第３０条及び第３１条の規定により刑の執行を停止したときは、執行担当

事務官は、刑執行停止通知書（甲）（様式第２９号）により刑の執行を停止された者（以下

「刑執行停止者」という。）の帰住地を管轄する警察署の長にその旨を通知する。

２ 刑の執行指揮前に刑の執行が停止されたときは、執行担当事務官は、刑執行停止者にその

旨を通知する。

３ 刑の言渡しを受けた者の現在地を管轄する地方検察庁の検察官が刑の執行停止をした場合

において、第１項の手続が終わったときは、検察官は、刑執行停止通知書（乙）（様式第３

０号）に刑の執行停止書その他関係書類を添付して執行指揮検察官に送付する。

４ 刑執行停止通知書（乙）の送付があったときは、執行担当事務官は、速やかに通知をした

検察官の属する検察庁の執行担当事務官にその旨を通知する。

５ 執行指揮検察官は、自ら刑の執行停止をしたとき、又は刑執行停止通知書（乙）の送付を

受けたときは、刑執行停止取消しに必要な調査その他の事後の処分を行う。

６ 第３項の規定により刑執行停止通知書（乙）が執行指揮検察官に送付された後において、

警察署の長から刑執行停止者について通報を受けたときは、執行担当事務官は、執行指揮検

察官の属する検察庁の執行担当事務官にその旨を通知する。

７ 刑の言渡しを受けた者の現在地を管轄する地方検察庁の検察官が刑の執行停止をした場合

において、刑執行停止者が当該検察庁の管轄区域内に現在する間若しくは停止の期間が極め

て短期間であるとき又は刑執行停止取消し等につき緊急を要するときは、刑執行停止をした

検察官は、第５項の規定にかかわらず自ら事後の処分を行うことができる。この場合におい

て、第３４条第１項の手続を終えた後、速やかに執行指揮検察官にその旨を通知する。

８ 検察官が刑執行停止者について更生保護法（平成１９年法律第８８号）第８８条の規定に

基づく請求をするときは、保護請求書（様式第３１号）による。

（残刑の執行指揮等）

第３４条 刑の執行停止の事由がなくなったときは、検察官は、直ちに刑の執行停止取消書

（様式第３２号）を作成し、残刑執行指揮書（様式第３３号）又は執行指揮書により刑事施

設の長に対し執行を指揮する。残刑執行指揮書には、刑の執行停止取消書の謄本を添付す

る。

２ 執行指揮検察官以外の検察官は、刑執行停止者について刑の執行停止の事由がなくなった

とき又はその者が死亡したときは、速やかに執行指揮検察官にその旨を通知する。ただし、

刑の言渡しを受けた者の現在地を管轄する地方検察庁の検察官において刑の執行停止を取り

消した場合は、この限りでない。

３ 刑の執行を停止されて刑事施設から釈放された者が死亡したときは、執行指揮検察官の属

する検察庁の執行担当事務官は、刑執行停止者死亡通知書（様式第３４号）によりその者が



釈放された当該刑事施設の長にその旨を通知する。

（刑の執行停止の特例）

第３５条 徴収事務規程（平成２５年法務省刑総訓第４号大臣訓令）第２９条第１項の規定に

よる労役場留置の執行のため、刑訴法第４８２条第８号の規定により執行中の自由刑の執行

を停止する場合には、検察官は、刑執行停止指揮書により、労役場留置執行終了後引き続き

残刑を執行すべき旨を明らかにし、刑執行停止者が収容されている刑事施設の長に対し刑執

行停止の指揮をする。刑執行停止指揮書には、刑の執行停止書の謄本を添付する。

２ 前項に規定する場合においては、前２条の手続を必要としない。

（残刑の執行指揮嘱託等）

第３６条 刑執行停止者が他の検察庁の管轄区域内に現在する場合において、その検察庁の検

察官に残刑の執行指揮を嘱託するときは、残刑執行指揮嘱託書（様式第３５号）による。残

刑執行指揮嘱託書には、刑の執行停止取消書の謄本を添付する。

２ 第２３条第２項後段及び第３項の規定は、前項の嘱託の場合に準用する。

（残刑執行指揮終了後の通知）

第３７条 第２４条の規定は、残刑の執行指揮をした場合に準用する。ただし、この場合にお

いては、同条第１号の通知書に代えて刑執行停止者収容通知書（様式第３６号）を送付す

る。

（刑執行停止の管理）

第３８条 執行担当事務官は、第２９条から前条までの手続があったときは、その都度、検察

システムにより当該手続に関する事項を管理する。刑執行停止者について刑の執行不能決定

の処分がなされたときも、同様とする。

（刑の執行順序変更）

第３９条 刑事施設の長から刑の執行順序変更の申請があったときは、検察官は、その事由を

審査する。

２ 検察官は、前項の規定による審査をした場合において、その事由があると認めるときは、

刑の執行順序変更書（様式第３７号）を作成する。

３ 刑の執行順序を変更される者がその刑の執行を受けているときは、検察官は、刑の執行順

序変更指揮書（様式第３８号）によりその者が収容されている刑事施設の長に対しその指揮

をする。

４ 刑の執行順序を変更される者が他の検察庁の管轄区域内にある刑事施設に収容中の場合に

おいて、その検察庁の検察官に刑の執行順序変更指揮を嘱託するときは、刑の執行順序変更

指揮嘱託書（様式第３９号）による。刑の執行順序変更指揮嘱託書には、刑の執行順序変更

書の謄本を添付する。

５ 執行担当事務官は、刑事施設の長から送付があった刑の執行順序変更の申請書又は刑の執

行順序変更書に審査の結果及び刑の執行順序変更指揮の日等必要な事項を記載する。

６ 前各項の規定は、検察官が職権で刑の執行順序を変更する場合に準用する。

（刑の執行順序変更による労役場留置執行指揮）



第４０条 刑訴法第４７４条の規定により、自由刑執行中の者に対し、徴収事務規程第２９条

第１項の規定による労役場留置の執行を行う場合には、検察官は、労役場留置執行指揮書に

刑訴法第４７４条の規定により目下執行中の自由刑の執行を停止して労役場留置を執行すべ

き旨を明らかにし、その者が収容されている刑事施設の長に対しその指揮をする。

２ 前条の規定は、自由刑と労役場留置又は二個以上の労役場留置について執行指揮がなされ

た後において、検察官がそれらの執行順序を変更する場合に準用する。

第５章 刑執行猶予言渡しの取消し

（刑執行猶予言渡しの取消請求）

第４１条 刑訴法第３４９条の規定により刑の執行猶予の言渡しの取消しを請求するときは、

刑の執行猶予の言渡し取消請求書（甲の１から丙の２まで）（様式第４０号から第４６号ま

で）による。

２ 前項の刑の執行猶予の言渡し取消請求書（乙の２を除く。）には、次に掲げる書類を添付

する。

(1) 取り消されるべき刑の執行猶予の言渡しをした判決及び取消原因となる刑の言渡しをし

た判決の謄本又は罪となるべき事実の記載された抄本

(2) 前科調書その他前号の判決の確定を証明する書類

(3) 執行猶予者の所在を証明する書類

３ 刑の執行猶予の言渡し取消請求書（乙の２）には、次に掲げる書類を添付する。

(1) 保護観察の言渡しをした判決の謄本又は罪となるべき事実の記載された抄本

(2) 前科調書その他前号の判決の確定を証明する書類

(3) 保護観察所長の申出書

(4) 遵守事項の違反があった事実を認めるに足りる資料

(5) 執行猶予者の所在を証明する書類

４ 執行担当事務官は、検察官が第１項の規定による請求をするときは、検察システムにより

その旨を管理する。

（刑執行猶予言渡し取消事由の通知等）

第４２条 執行担当事務官は、執行猶予者について刑の執行猶予の言渡しを取り消すべき事由

のあることを知った場合には、刑執行猶予言渡し取消事由通知書（様式第４７号）により刑

の執行猶予の言渡しの取消原因となった刑についての執行指揮検察官の属する検察庁の執行

担当事務官にその旨を通知する。

２ 前項の規定により通知をすべき執行担当事務官が刑の執行猶予の言渡しをした裁判所に対

応する検察庁の執行担当事務官であるときは、刑の執行猶予の言渡しをした判決の謄本又は

抄本２部及び前科調書その他その判決の確定を証明する書類を、刑執行猶予言渡し取消事由

通知書に添付する。

３ 刑の執行猶予の言渡しの取消原因となった刑についての執行指揮検察官が、執行猶予者に

ついて刑の執行猶予の言渡しを取り消すべき事由があることを知った場合において、自ら取

消しを請求する権限がないときは、執行指揮検察官の属する検察庁の執行担当事務官は、刑



執行猶予言渡し取消事由通知書に前条第２項に掲げる書類を添付して、執行猶予者の現在地

又は最後の住所地を管轄する地方検察庁若しくは区検察庁の執行担当事務官にその旨を通知

する。この場合において、執行担当事務官は、検察システムにより刑執行猶予言渡し取消請

求に係る事項を管理する。

４ 第１項又は前項の刑執行猶予言渡し取消事由通知書の送付を受けたときは、執行担当事務

官は、速やかに通知をした執行担当事務官にその旨を通知する。

５ 第１項の規定により通知をすべき執行担当事務官の属する検察庁の検察官が執行猶予者の

現在地又は最後の住所地を管轄する地方検察庁若しくは区検察庁の検察官であり、緊急を要

するときは、第１項から第３項までの規定にかかわらず、自ら前条第２項に掲げる書類を整

えた上、刑の執行猶予の言渡しの取消しを請求することができる。

６ 検察官が前項の規定により刑の執行猶予の言渡しの取消請求をしたときは、執行担当事務

官は、刑執行猶予言渡し取消請求済通知書（様式第４８号）により刑の執行猶予の言渡しの

取消原因となった刑についての執行指揮検察官の属する検察庁の執行担当事務官にその旨を

通知するとともに、検察システムによりその旨を管理する。

７ 前項の場合において、通知を受けた執行担当事務官は、検察システムにより刑執行猶予言

渡し取消請求に係る事項を管理する。

（保護観察所長への通知）

第４３条 刑の執行猶予の言渡しを受け保護観察に付されている者について刑の執行猶予の言

渡しの取消しを請求したときは、検察官は、速やかにその者の住居地を管轄する保護観察所

の長にその旨を通知する。その請求が棄却されたときも、同様とする。

２ 保護観察所の長から更生保護法第７９条の規定による申出があった場合において、刑の執

行猶予の言渡しの取消しを請求しないと決定したときは、検察官は、速やかに申出をした保

護観察所の長にその旨を通知する。

３ 前２項の通知をしたときは、執行担当事務官は、その都度、検察システムによりその旨を

管理する。

（留置中の執行猶予者に関する通知）

第４４条 前条第２項の申出があった執行猶予者が更生保護法第８０条の規定により留置され

ている場合において、刑の執行猶予の言渡しの取消しの請求前に留置の必要がないと認める

ときは、検察官は、直ちに申出をした保護観察所の長にその旨を通知する。刑の執行猶予の

言渡しの取消請求を棄却する決定が告知されたときも、同様とする。

２ 前項に規定する場合において、刑の執行猶予の言渡しの取消請求をしたとき、又はその請

求を棄却する決定が告知されたときは、検察官は、直ちに刑事施設その他執行猶予者が留置

されている施設の長にその旨を通知する。

３ 前２項の通知をしたときは、執行担当事務官は、その都度、検察システムによりその旨を

管理する。

（取消し後の執行指揮）

第４５条 刑の執行猶予の言渡しが取り消されたときは、その取消請求をした検察官は、速や



かにその刑の執行を指揮する。この場合においては、執行指揮書には、刑執行猶予言渡し取

消決定の謄本又は抄本を併せて添付する。

（取消し等の通知）

第４６条 刑の執行猶予の言渡しが取り消されたときは、その取消請求をした検察官の属する

検察庁の執行担当事務官は、次に掲げる執行担当事務官にその旨を通知する。

(1) 刑の執行猶予の言渡しをした裁判所に対応する検察庁の執行担当事務官

(2) 取消原因となった刑についての執行指揮検察官の属する検察庁の執行担当事務官

２ 前項に規定する場合において、刑の執行猶予の言渡しを取り消された者が刑法第２５条の

２第１項、第２７条の３第１項又は薬物使用等の罪を犯した者に対する刑の一部の執行猶予

に関する法律（平成２５年法律第５０号。以下「薬物法」という。）第４条第１項の規定に

より保護観察に付されていたものであるときは、刑執行猶予言渡し取消通知書（様式第４９

号）により、その者の住居地を管轄する保護観察所の長にも通知する。

３ 刑の一部の執行猶予の言渡しが取り消された場合において、刑法第２９条第２項の規定に

より仮釈放の処分が効力を失ったときは、その取消請求をした検察官は、仮釈放失効通知書

（様式第４９号の２）により、その者の住居地を管轄する保護観察所の長にその旨を通知す

る。

４ 前項の場合において、刑法第２９条第２項の規定により仮釈放の処分が効力を失った者

（以下「仮釈放失効者」という。）が刑事施設に収容されているときは、前項に規定する検

察官は、直ちに、仮釈放失効通知書により、当該仮釈放失効者が収容されている刑事施設の

長に刑法第２９条第２項の規定により仮釈放の処分が効力を失った旨を通知する。この場合

において、保護観察所の長から当該仮釈放失効者に係る仮釈放中の保護観察停止に関する事

項等の通知（以下「仮釈放失効前状況通知」という。）を受けたときは、検察官は、速やか

に、当該仮釈放失効者が収容されている刑事施設の長にこれを追送する。

５ 第３項の場合において、仮釈放失効者が刑事施設に収容されていないときは、検察官は、

刑事施設の長に対し当該仮釈放失効者について前条の規定による刑の執行猶予の言渡しの取

消裁判の執行の指揮をするに当たり、仮釈放失効通知書に保護観察所の長から受けた仮釈放

失効前状況通知を添えて、当該刑事施設の長に刑法第２９条第２項の規定により仮釈放の処

分が効力を失った旨を併せて通知する。

６ 前３項の通知をしたときは、執行担当事務官は、その都度、検察システムによりその旨を

管理する。

（刑執行猶予言渡し取消決定に対する抗告事件の取扱い）

第４７条 刑執行猶予言渡し取消決定に対し即時抗告の申立てがあったときは、刑の執行猶予

の言渡しの取消請求をした検察官は、速やかに、刑執行猶予言渡し取消決定の謄本又は抄本

及び執行猶予の言渡しの取り消された刑の執行指揮に必要な書類を抗告裁判所に対応する検

察庁の検察官に送付する。

２ 刑執行猶予言渡し取消決定に対する抗告を棄却する決定があったときは、第４５条の手続

は、抗告裁判所に対応する検察庁の検察官が行い、前条の手続はその検察官の属する検察庁



の執行担当事務官が行う。

（刑執行猶予言渡し取消請求の管理）

第４８条 執行担当事務官は、次の各号に掲げる場合には、検察システムにより刑執行猶予言

渡し取消請求に係る事項を管理する。

(1) 取消請求に対して決定があったとき、その刑の執行指揮が行われたとき又は執行指揮を

嘱託したとき及びその回答があったとき。

(2) 刑の執行猶予の言渡しが取り消された旨の通知をしたとき。

(3) 刑の執行猶予の言渡しが取り消された旨の通知があったとき。

第６章 刑の分離決定

（刑法第５２条の規定による刑の決定の請求）

第４９条 刑訴法第３５０条の規定による刑を定める請求は、刑の分離決定請求書（様式第５

０号）による。

２ 刑の分離決定請求書には、次に掲げる書類を添付する。

(1) 判決謄本

(2) 前科調書その他前号の判決の確定を証明する書類

(3) 刑の言渡しを受けた者の所在を証明する書類

（刑法第５２条の規定による決定刑の執行指揮等）

第５０条 前条の請求に対する決定があったときは、執行担当事務官は、検察システムにより

刑の分離決定に係る事項を管理する。

２ 前条第１項の請求に対する決定に基づく刑の執行指揮は、分離決定刑執行指揮書（様式第

５１号）による。分離決定刑執行指揮書には、当該決定の謄本又は抄本を添付する。

３ 前項の刑の執行指揮を嘱託するときは、分離決定刑執行指揮嘱託書（様式第５２号）によ

る。分離決定刑執行指揮嘱託書には、当該決定の謄本又は抄本を添付する。

４ 受刑中の者について分離前の刑の執行指揮がなされている場合において、分離決定に基づ

く刑につき執行すべき刑期がないときは、検察官は、分離決定刑不執行通知書（様式第５３

号）によりその者が収容されている刑事施設の長に執行しない旨を通知する。分離決定刑不

執行通知書には、当該決定の謄本を添付する。

第７章 共助

（刑の執行指揮の受託）

第５１条 死刑及び自由刑の執行指揮の嘱託を受けたときは、検察官は速やかにその手続をす

る。

２ 前項に規定する場合において、執行担当事務官は、検察システムにより刑の執行指揮の嘱

託を受けた内容を管理するとともに、嘱託した検察官の属する検察庁の執行担当事務官に受

託した旨を通知し、証拠品のあるときはこれを裁判執行指揮嘱託書及び関係書類とともに証

拠品担当事務官に送付する。

３ 第１項の手続が終了したときは、執行担当事務官は、執行指揮検察官の属する検察庁の執

行担当事務官にその旨を通知する。この場合において、死刑の執行指揮の嘱託を受けた検察



官の属する検察庁の執行担当事務官は、死刑執行始末書の謄本を作成して、執行指揮検察官

に送付する。

（刑の執行指揮の転嘱及び返嘱）

第５２条 自由刑の執行指揮の嘱託を受けた検察官は、刑の言渡しを受けた者が他の検察庁の

管轄区域内に現在するときは、その検察庁の検察官に執行指揮を転嘱することができる。こ

の場合において、執行担当事務官は、執行指揮検察官の属する検察庁の執行担当事務官にそ

の旨を通知する。

２ 刑の言渡しを受けた者が死亡又は所在不明等のため執行不能のときは、その事由及び調査

の経過を明らかにして執行指揮検察官に返嘱する。

３ 前２項の手続をしたときは、執行担当事務官は、その都度、検察システムによりその旨を

管理する。

（残刑等の執行指揮の受託）

第５３条 前２条の規定は、第３６条の残刑の執行指揮の嘱託、第３９条第４項（第４０条第

２項において準用する場合を含む。）の刑の執行順序変更指揮の嘱託又は第５０条第３項の

分離決定刑の執行指揮の嘱託があった場合に準用する。

第８章 雑則

（仮釈放者等の再犯通知）

第５４条 執行担当事務官は、被疑者又は被告人が仮釈放中の者であることを知ったときは仮

釈放者再犯通知書（様式第５４号）により、刑法第２５条の２第１項、第２７条の３第１項

又は薬物法第４条第１項の規定による保護観察中の者であることを知ったときは保護観察者

再犯通知書（様式第５５号）により、本人の住居地又は現在地を管轄する保護観察所の長に

その旨を通知する。

（仮釈放取消者の収容）

第５５条 検察官が地方更生保護委員会からの仮釈放の取消しによる収容依頼に基づいて行う

収容は、第１８条又は第２１条に規定する手続に準じて行う。この場合においては、地方更

生保護委員会から送付された仮釈放取消決定の謄本及び収容依頼書を刑事施設の長に送付す

る。

２ 前項の収容が第２１条に規定する手続に準じて行われた場合には、収容状の謄本を併せて

送付する。

３ 第１項の規定により収容された者が裁判所に係属中の事件の被告人であるときは、執行担

当事務官は、その裁判所に仮釈放者収容通知書（様式第５６号）を送付するとともに、検察

システムによりその旨を管理する。ただし、当該裁判所が他の検察庁の対応する裁判所であ

るときは、その検察庁の検察官を経由して送付する。

（仮釈放の取消し等による残刑の執行通知）

第５６条 執行担当事務官は、勾留中の被告人について、仮釈放が取り消され、若しくは仮釈

放が効力を失い、又は自由刑の執行中に逃走したものであることが発覚し残刑の執行が開始

されたことを知ったときは、仮釈放取消し等残刑執行通知書（様式第５７号）により当該被



告事件の係属する裁判所にその旨を通知する。

（関係書類の整理）

第５７条 執行担当事務官は、執行手続が終わっていない自由刑に係る刑執行延期決定書、刑

の執行停止書、裁判執行関係事項回答書、裁判執行に関する調査回答書、裁判執行指揮嘱託

書その他の書類を、１件ごとに自由刑未執行関係書類表紙（様式第５８号）を付して保管す

る。

（執行事務に関する統計報告）

第５８条 執行担当事務官は、死刑及び自由刑の執行状況等を調査し、次の例により報告す

る。

(1) 毎月執行事務月表（様式第５９号）を作成し、翌月１０日までにその庁の長に提出す

る。

(2) 毎月自由刑未執行状況等調査表（様式第６０号）を作成し、翌月１０日までにその庁の

長に提出する。

(3) 毎年執行事務年表（様式第６１号）を作成し、翌年の１月３１日までにその庁の長に提

出する。

２ 前項各号の場合、高等検察庁支部又は地方検察庁支部にあっては、支部長に提出する。

３ 高等検察庁支部、地方検察庁支部又は区検察庁の長は、第１項各号の報告を受けたとき

は、これを確認した上、速やかに検事長又は検事正に提出する。

４ 検事総長、検事長又は検事正は、毎年その庁の執行事務年表（高等検察庁にあっては高等

検察庁及び高等検察庁支部の執行事務年表の集計表を、地方検察庁にあっては地方検察庁、

地方検察庁支部及び管轄区域内にある区検察庁の執行事務年表の集計表をいう。）を翌年２

月末日までに直接法務大臣に提出するとともに、検事長は検事総長に、検事正は検事総長及

び検事長に、それぞれ同表を提出する。

（特別取扱い）

第５９条 検事総長、検事長又は検事正は、その庁（高等検察庁にあっては高等検察庁及び高

等検察庁支部を、地方検察庁にあっては地方検察庁、地方検察庁支部及び管轄区域内にある

区検察庁をいう。）において、執行事務について、特に必要があるときは、法務大臣の許可

を得て特別の取扱いをさせることができる。

２ 検事総長、検事長又は検事正は、前項の許可を得て特別の取扱いを実施したときは、直接

法務大臣に対し、その旨を報告するとともに、検事長にあっては検事総長に、検事正にあっ

ては検事総長及び検事長にそれぞれ同文の報告をしなければならない。


